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１．対象施策

東京臨海リサイクルパワー株式会社、寄居オリックス環境株式会社、及び財団法人茨城

県環境保全事業団が国庫補助（二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金）を受けて実施す

る産業廃棄物焼却施設及び発電施設の整備事業（３件）について評価の対象とする。

２．概 要

民間企業または廃棄物処理センターが実施する廃棄物処理施設における温暖化対策事

業について、各事業の必要性、効率性及び有効性の観点から評価を行う。

ただし、事業の効率性については、各事業主体が各事業に関して実施した費用対効果

分析の結果を踏まえ、評価を行うものとする。

○評価の観点

・必要性

現時点において施設の整備を必要とする理由、背景

・効率性

施設の整備及び運営に要する費用の妥当性（施設の整備及び運営に要する費用と事

業を実施しなかった場合に必要となる費用との比較）

・有効性

施設の整備により期待される効果

○費用対効果分析

産業廃棄物処理施設の整備事業について、施設の整備及び運営に要する経費を投資額

( )、整備の結果得られる効果を便益( )として、両者を貨幣化した上で、投資Cost Benefit
額に対してその効果がどの程度発現するかを定量的に比較分析を行う。

・分析の対象期間

施設の整備期間及び運営期間（施設の耐用年数等を考慮して設定）

・投資額（費用）計測

施設の整備費用及び運営費用（施設の運営に係る電気・水道等料金、人件費、消耗

品費、補修費等）の対象期間中の累計

・総便益（効果）計測

売電費用と事業を実施しなかった場合に必要となる費用の対象期間中の累計

３．評価内容

別紙「廃棄物処理施設整備に対する国庫補助事業に関する事前評価結果（廃棄物処理

施設における温暖化対策事業 」のとおり。）



廃棄物処理施設整備に対する国庫補助事業に関する事前評価結果

（廃棄物処理施設における温暖化対策事業）

評価日：平成１６年１月１５日

便益（Ｂ） 費用

事業名 工 期 （Ｃ） Ｂ／Ｃ その他 評 価

事業主体 総便益 便益の主な根拠 億円 の指標（ ）

（ ）億円

廃棄物処理施設における温暖 不法投棄対策費用 － ・必要性：東京都内における産業廃棄物処理施設の不足15-18 900.9 530.4 1.699
化対策事業 回収エネルギー販売 ・効率性：投資（費用）に対して総便益が超過

東京臨海リサイクルパワー㈱ 収入 ・有効性：産業廃棄物の処理体制の確保

二酸化炭素排出量の削減

廃棄物処理施設における温暖 不法投棄対策費用 － ・必要性：埼玉県内における産業廃棄物処理施設の不足15-18 400.5 323.0 1.240
化対策事業 回収エネルギー販売 ・効率性：投資（費用）に対して総便益が超過

寄居オリックス環境㈱ 収入 ・有効性：産業廃棄物の処理体制の確保

二酸化炭素排出量の削減

廃棄物処理施設における温暖 補 不法投棄対策費用 － ・必要性：茨城県内における産業廃棄物処理施設の不足14-17 191.3 119.7 1.598（

化対策事業 助採択は 回収エネルギー販売 ・効率性：投資（費用）に対して総便益が超過

（財）茨城県環境保全事業団 ） 収入 ・有効性：産業廃棄物の処理体制の確保15-17
二酸化炭素排出量の削減


